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3-1 法律と政策

インターネット関連法律の全体動向

岡村 久道 ●弁護士／京都大学大学院 医学研究科 講師

電子帳簿保存法、プロバイダ責任制限法、特許法等、著作権法、ストー
カー規制法、航空法等が改正され、取引DPF利用者の保護法が成立。「デ
ジタル敗戦」事態を挽回すべく一連のデジタル改革関連法が成立した。

■はじめに
　2021年は、2020年に続きコロナ禍に翻弄され
た年であったが、同年春の通常国会（第201回国
会）では、資料3-1-1のとおり比較的多数のイン
ターネット関連法案が可決成立した。以下、毎年
と同様に、成立した個々の法案を成立日順に説明
する。

■電子帳簿保存法の改正
　2020年12月に閣議決定された「令和３年度税
制改正大綱」は、「電子帳簿等保存制度の見直し
等」として、経理の電子化による生産性の向上、
テレワークの推進、クラウド会計ソフト等の活用
による記帳水準の向上に資するため、帳簿書類を
電子的に保存する際の手続きを抜本的に見直して
いる。スキャナ保存制度については、ペーパーレ
ス化をいっそう促進する観点から、手続きや要件
を大幅に緩和するとともに、電子データの改ざん
抑止のための措置を講ずることを掲げている。こ
れらを踏まえ、電子帳簿保存法が改正された。

■プロバイダ責任制限法の改正
　最近ではSNS上で「匿名」による深刻な誹謗中
傷事件が多発しており、それが原因で自死に至る
という痛ましい事件も発生してきた。これを解決

すべく、プロバイダ責任制限法の発信者情報開示
請求について、その事案の実情に即した迅速かつ
適正な解決を図る必要性が要請されていた。この
ような観点から、発信者情報開示請求に関する新
たな裁判手続きを創設するとともに、開示関係役
務提供者の範囲を見直す等の措置を講じたもので
ある。その概要は資料3-1-2のとおり1である。

■取引デジタルプラットフォームを利用
する消費者の利益の保護に関する法律
　ICTの進展に伴い、取引デジタルプラットフ
ォーム（以下、取引DPF）が国民の消費生活に
とって重要な基盤となっている。このような見地
から、取引DPFを利用して行われる通信販売に係
る取引の適正化および紛争の解決の促進に関し、
取引DPF提供者の協力を確保するため、取引DPF
提供者による消費者の利益の保護に資する自主的
な取り組みの促進、内閣総理大臣による取引DPF
の利用の停止等に係る要請および消費者による販
売業者等情報の開示の請求に係る措置、並びに官
民協議会の設置について定めたものである。

■デジタル改革関連法
　わが国では、「デジタル敗戦」「データ負け」と
いう事態が発生している。これを挽回すべく、一
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資料3-1-1　関連法律の全体動向

出所：筆者が作成

連のデジタル改革関連法が成立した。
　その内容は、①デジタル社会形成基本法、②デ
ジタル庁設置法を中心に、③デジタル社会関係法
律整備法（個人情報保護法の大幅改正を含む）、④
公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための
預貯金口座の登録等に関する法律、⑤預貯金者の
意思に基づく個人番号の利用による預貯金口座の
管理等に関する法律、および⑥地方公共団体情報
システム標準化法──から構成されている。
　その概要は、内閣官房IT総合戦略室他が公開
した資料「デジタル改革関連法案について」2中の
「デジタル改革関連法案の全体像」を参照してい
ただきたい（同資料は法案段階のものであるが、
成立した法律の内容は同一である）。また、詳細
は本書第3部別稿（「デジタル改革関連法の成立
と改革の今後」）を参照されたい。

■特許法等の改正
　コロナ禍により、「非接触」の生活様式が浸透
し、電子商取引の急伸に伴う模倣品の流入や、ICT

分野等における特許ライセンスの大規模化およ
び複雑化など、消費行動や企業活動も変化して
いる。
　これらの生活様式および経済活動の変化に対応
した政策を講じるとともに、知的財産制度を安定
的に支える基盤の構築が要請されているので、①
新型コロナウイルス感染症の拡大に対応したデ
ジタル化等の手続の整備、②デジタル化等の進展
に伴う企業行動の変化に対応した権利保護の見
直し、③訴訟手続や料金体系の見直し等の知的財
産制度の基盤の強化──を柱に、特許法等を改正
した。

■著作権法の改正
　今回の著作権法改正は、著作物等の公正な利用
を図るとともに著作権等の適切な保護に資するた
め、図書館等が著作物等の公衆送信等を行うこと
ができるようにするための規定を整備するととも
に、放送同時配信等における著作物等の利用を放
送等における利用と同様に円滑化するための措置
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資料3-1-2　改正プロバイダ責任制限法の概要

出所：総務省「プロバイダ責任制限法の一部を改正する法律（概要）」、2021年4月

を講ずるという趣旨のものである。　その概要は
資料3-1-3のとおり3であるから、参照されたい。

■ストーカー規制法の改正
　最近のストーカー事案には、元交際相手等の自
動車等にGPS機器をひそかに取り付け、その位
置情報を取得する事案がみられる。このような実
情を踏まえ、ストーカー規制法が改正された。こ
の改正によって、2021年6月15日から、①住居、
勤務先、学校など通常いる場所に加え、被害者が
実際にいる場所の付近において見張る、押しか

ける、みだりにうろつく行為、②電話、FAX、電
子メール、SNSメッセージに加え、拒まれたにも
かかわらず、連続して文書を送る行為──が規制
された。さらに、③被害者の承諾なく、被害者の
所持する位置情報記録・送信装置（GPS機器等）
の位置情報を取得する行為、④被害者の承諾な
く、被害者の所持する物に位置情報記録・送信装
置（GPS機器等）を取り付ける行為──が規制さ
れた。これらに該当する行為は、警告・禁止命令
等の対象となり、反復して行った場合は、ストー
カー行為罪として処罰の対象となる。

130 第3部 インターネットと社会制度

インターネット白書／©1996-2022 Impress R&D



1

2

3

4

5

資料3-1-3　改正著作権法の概要

出所：文部科学省「著作権法の一部を改正する法律の概要」、2021年5月26日

■航空法等の改正
　今回の改正では、コロナ禍によって経営状況が
悪化していることを踏まえ、航空運送事業基盤強
化方針を策定し、航空会社等への支援を実施。航
空機や空港を標的としたテロ等の脅威を防ぎ、航
空機の旅客等の安全を確保するため、保安検査等
の確実な実施に向けた制度整備が図られた。それ

と並んで、ドローンなど無人航空機の飛行の安全
を厳格に担保する制度整備が図られた。
　まず、幅広い用途に無人航空機を有効活用し、
多くの人が利便性を享受するためには、有人地帯
での補助者なし目視外飛行（レベル4）の実現が
必要不可欠である。そのため、その実現に向け、
航空法を一部改正して、機体の安全性に関する認
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証制度（機体認証）、および操縦者の技能に関する
証明制度（操縦ライセンス）を創設。第三者上空
での飛行（レベル４が該当）は、①機体認証を受
けた機体を、②操縦ライセンスを有する者が操縦
し、③国土交通大臣の許可・承認（運航管理の方
法等を確認）を受けた場合に、実施可能とした。
　次に、運輸安全委員会設置法を一部改正して、
無人航空機に係る事故等について、新たに運輸安
全委員会の調査対象とした。

■その他
　以上のとおり、数多くのインターネット関連法
律が成立したが（改正を含む）、その中心となる

のが一連のデジタル改革関連法である。したがっ
て、その行方を当分は見守る必要があろう。
　他方、改正電子帳簿保存法が2022年1月1日に
施行された。さらに、同年4月11日には、個人情
報保護法の2020年改正、および2021年改正（地
方公共団体関係の部分を除く）が同時に施行され
る。その準備として、すでに同法施行令と施行規
則が2021年に改正された。個人情報保護委員会
の指針も見直されている上、本稿執筆段階では特
定分野ガイドラインがパブリックコメントの対象
とされている。それらの法制度への対応が急務と
なっている。
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